
	指定基準チェック表①②

	法人名
	


指定基準チェック表①（事務所の所在地に関する基準）
	　市内に事務所を有すること
	ﾁｪｯｸ欄

	【留意事項】

１　「事務所を有している」とは、主たる事務所又は従たる事務所として、定款上の事務所が市内にあること
をいいます。
	

	２　実績判定期間から指定時まで市内に事務所を有している必要があります。

	

	
	
	
	ⓐ
	ⓑ
	ⓒ
	ⓓ
	ⓔ
	申出時
	

	
	実績判定期間内の
各事業年度
	自
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	
	

	
	
	至
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	
	

	
	名古屋市内の事務所の有無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	

	　



指定基準チェック表②（活動の内容に関する基準）
	　市内で行う特定非営利活動に係る事業が地域の課題の解決に資するものであり、かつ、当該事業が継続して行われる見込みがあると認められること
	ﾁｪｯｸ欄

	
	

	項　　　　目
ⓐ
ⓑ
ⓒ
ⓓ
ⓔ
申 出 時
市内で行う特定非営利活動に係る事業が地域の課題の解決に資するものである

はい

・　

いいえ
はい

・　

いいえ
はい

・　

いいえ
はい

・　

いいえ
はい

・　

いいえ
はい

・　

いいえ
　　

	
	上記の事業を継続して行う見込みである
	はい　　　・　　　いいえ
	

	


（注意事項）
・　チェック欄には、表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください（表③以下についても同様です。）。

・　実績判定期間とは、申出書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（指定を受けたことのない法人の場合は２年）内に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申出書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。
・　指定基準チェック表①②は、条例第13条第1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時及び指定の有効期間の更新の申出時においても記載及び添付する必要があります。
「指定基準チェック表①」記載要領
	項　　　　目
	記　　載　　要　　領
	注　意　事　項

	「実績判定期間内の各事業年度」欄
	実績判定期間内の各事業年度を「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載（実績判定期間が２年の法人は「ⓐ」、及び「ⓑ」「申出時」欄のみ記載）します。

	

	「名古屋市内に事務所を有している」欄

	該当する一方を「○」で囲みます。
	


「指定基準チェック表②」記載要領
	項　　　　目
	記　　載　　要　　領
	注　意　事　項

	「市内で行う特定非営利活動に係る事業が地域の課題の解決に資するものである」欄
	該当する一方を「○」で囲みます。
	「ⓐ」から「ⓔ」については、指定基準チェック表①に記載する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。

	「上記の事業を継続して行う見込みである」欄


	　指定の有効期間中も上記の事業を継続して行う見込みである場合には「はい」、見込みでない場合には「いいえ」に○をします。


	


